
～

1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

１

合計 7.00 206,560 204,086 197,955

自然エネルギー推進事業費 197,955
地域主導型自然エネルギー創出支援事業、自然エネルギー地
域発電推進事業、環境エネルギー分野ビジネス創出事業、信州
の屋根ソーラー普及事業　等

7.00 206,560 204,086

31年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No 31年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

予算要求からの主な変更点
・地域主導型自然エネルギー創出支援事業について、一部支援内容を見直し補助金を減額
・信州の屋根ソーラー普及事業について、セミナーの開催回数を見直し報償費等を減額

254,669

成果指標
設定理由

①、②「長野県環境エネルギー戦略　～第三次　長野県地球温暖化防止県民計画～」の目標値であるため。
③「長野県環境エネルギー戦略　～第三次　長野県地球温暖化防止県民計画～」の目標値を達成するための指標であるため。

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 ・ 意 見 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 53,959 56,714 56,714 56,714

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 29年度 30年度 31要求 31予算案 指標及びその達成状況

204,086 197,955

 決　　算　　額（B） 47,780

概　算
人　件

費

 職員数（人） 6.66 7.00

 概算事業費（B（A）+C） 101,739 440,801 260,800

7.00 7.00

　その他 213,049 339,232 141,676 141,676
③

１村１自然エネルギープロジェ
クト登録件数（累積）

250件 270件 280件

　県　債
②

発電設備容量でみるエネル
ギー自給率

91.0%
H28年度

88.1%
H29年度

106.4%
H30年度

① 再生可能エネルギー自給率
8.0%

H27年度
実績値なし
H28年度

9.5%
H29年度

Aの
財源

　一般財源 14,911 44,855 62,410 56,279

　国庫支出金

予
算
額 補正予算 -166,784

合計（A) 227,960 384,087

当初予算 394,744 206,560 204,086 197,955 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 29年度末

30年度末
（見込）

31年度前年度繰越 0 177,527

H25 E-mail

目指す姿

「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる。」
～経済は成長しつつ、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減が進んだ「環境エネルギー地域社会」をつくる～
・県内の温室効果ガス総排出量 対平成２年度比＋5.3%【平成31年度目標値（平成27年度実績値）】
・発電設備容量でみるエネルギー自給率106.4%【平成31年度目標値（平成30年度実績値）】

（主な実施内容：地域主導型の自然エネルギー事業の推進 など）

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成

4-5 地球環境への貢献

2-2 地域内経済循環の促進

事業番号 06 02 02 事業改善シート （31年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・国の固定価格買取制度や県の自然エネルギー施策等により自然エネルギー発電設備の導入が堅調
に進んでいることに伴い、発電設備容量でみるエネルギー自給率は上昇傾向にあるが、平成29年度に
ついては、厳寒により、最大電力需要が大幅に増加したため、自給率は低下した。
・太陽光、小水力等の発電事業や木質バイオマス、地中熱等の熱利用事業に対して支援策を講じてい
る。

31年度
予算額

197,955 千円

職員数 7.00 人

kankyoene@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 自然エネルギー推進事業費
部局 環境部 課・室 環境エネルギー課

実施期間

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善


